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基本構想の概要 

平成27年１月（一部修正後） 
県央ブロックごみ・し尿処理 
広域化推進協議会事務局 

 

1 



１ 広域化基本構想策定の趣旨(1)  

 「ごみ処理に係るダイオキシン類の削減対策について」  
平成9年度厚生省通知 

■ ダイオキシン類の削減対策による環境負荷の低減 

■ ごみ処理の効率化 

ごみ処理広域化による２つの効果 

平成15年に完了済み  

環境負荷の低減 

サーマルリサイクルの推進 

循環型社会の形成 

市町村間の 

広域化処理は 

依然として必要な状況 
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１ 広域化基本構想策定の趣旨(2)  

岩手県ごみ処理広域化計画 平成10年度 

盛岡ブロックごみ処理広域化推進計画 平成11年度 

計画の策定 

県央ブロックごみ・し尿推進協議会の進捗 

広域化推進の基本原則と基本方針の合意 平成22年度 

広域化推進に向けた検討 平成23年度 

広域化推進に向けて基本構想骨子を策定 平成24年度 

平成25年度 
県央ブロックごみ・し尿処理広域化基本構想(中間報告)の承認 

平成26年度 
県央ブロックごみ・し尿処理広域化基本構想の策定 
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２ 広域化基本構想の基本方針  
（1）３Ｒ（発生抑制，再使用，再生利用）の 

        推進に基づく廃棄物処理システム 

（2）環境負荷の軽減及び災害対策の強化による， 

        安全・安心な廃棄物処理システム 

（3）効率的な廃棄物処理システム 

循環型社会形成の推進 



３ 地域の概況と県央ブロック  
（１）地域の概況  （２）県央ブロックのブロック分け  

県央ブロック 
合計面積 
３,６４１ｋ㎡ 

県面積の約24％ 

奥羽山脈や北上高地が広がり，道
路距離の東西・南北距離が100km以
上あるため，平野部より移動時間
を要し，車両の燃料消費も大きい
地勢である。 

 H10岩手県ごみ処理広域化計画に 
より，６つのブロックに分けて設定 

滝沢市 
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（３）県内の広域化進捗状況  

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

（県北ブロック）  

（県央ブロック） 

（中部ブロック）  

（県南ブロック）  

（沿岸中部ブロック） 

（沿岸南部ブロック） 

広域化実施段階
広域化基本構想

策定等
組合の設立

施設整備基本
計画策定，
工事発注等

施設建設 施設稼働

Ａ県北ブロック

Ｂ県央ブロック

Ｃ中部ブロック ※平成27年10月
　稼働予定

Ｄ県南ブロック

Ｅ沿岸中部ブロック

Ｆ沿岸南部ブロック



４ ごみ処理組織体制の現状と課題  
（１）職員の現状  

（139人） 

合計 
２１８人 

（7人） 

8人 

19人 

12人 

（3人） 
※委託職員除く 

6人 

3人 

4人 

7人 

8人 

3人 

3人 

139人 

6 

6人 



（２）ごみ処理に係るコスト  

（３）ごみ処理に係る組織体制の課題  
・構成団体が多く，事務が多岐にわたり煩雑である 
・組織人員や収集運搬車両に係る車両台数が膨大であり，経費がかかる 
・処理及び維持管理費について，年々増加傾向にある 

↓ 
 県央ブロックでは，効率・効果的な業務運営を進め，運営費を削減してい
くことが必要と考えられます。 

4,873
5,011

5,072 5,081
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5,228

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（百万円）

（年度）

H17比

7.3％増

年々増加傾向 

職員人数(委託を除く。) 218名 
（盛岡市：139名，盛岡市（玉山区）：6名，八幡平市：7名，滝沢市：8名，雫石町：3名，葛巻町：3名，
岩手町：4名，紫波町：6名，矢巾町：3名，一部事務組合：39名） 

人件費

22.6%

処理費

21.8%

車両購入

費

0.1%

委託費

55.3%

調査研究

費

0.2%

計52.3億円
H24 

7 



５ ごみ焼却施設の現状と課題  
【現状】 
 多くの既存６施設が今後平成40年度までの活用が見込まれる 

【課題】 
 ・年数の経過に伴う維持管理費が増えている 
 ・焼却処理量が減少する中で施設規模の見直しが必要になっている 

① 葛巻町清掃センター 

  平成5年建設 10ｔ/日 

② 八幡平市清掃センター 

平成10年建設 50ｔ/日 

③ 岩手・玉山清掃事業所 

       平成9年建設 28ｔ/日 

④ 滝沢清掃センター 

平成14年建設 100ｔ/日 

⑤ 盛岡市クリーンセンター 

平成10年建設 405ｔ/日 

⑥ 盛岡・紫波地区環境施設組合 

   清掃センター 

平成15年建設 160ｔ/日 

① 

② 

⑤ 

③ 

④ 

⑥ 

滝沢市 
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６ ごみ処理組織体制の広域化の方向性 
               と新組織の設立 

 
（１）設立目標  

平成29年度 
 

平成25年度 
～ 

平成26年度 

・広域化基本構想案の検討 
・一部事務組合設立に向けた検討（職員体制等の検討） 

平成27年度 
～ 

平成28年度 

広域化基本構想策定業務委託の実施 

一部事務組合設立準備室の設立 

ごみ処理計画及び循環型社会 
形成推進地域計画作成事務 

広域化基本構想の策定 

一部事務組合設立準備室の設立事務 

・事務の範囲，組織体制，規則等の整備， 
 経費負担の割合，組合議会の整備 ほか 
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（２）ごみ処理新組織の設立スケジュール  

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

・ごみ処理計画 
・地域計画 

策定 

一部事務 
組合設立 

中間報告書 
策定 

設立準備室 
の設立準備 

基本構想策定 

報告書 
策定 

一部事務組合 
設立準備室の設置 

職員体制等 事務の範囲，組織体制， 
職員の構成，処遇，規約等， 
例規，組織団体の負担割合， 
議会議員定数，職員体制・・等 

ごみ処理計画及び 
地域計画作成事務 

首長の 
合意形成 
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項 目 新組織 内 容 
他ブロック 

Ａ Ｃ Ｅ Ｆ 

ごみ処理計画策定 ● 
広域化計画や循環型社会形成推進地
域計画等，ごみ処理に関する各種計
画の策定事務 

○ ○ ○ ○ 

収集運搬の施策 ▲ 各家庭からの収集・運搬業務 × × ○ × 

資源化の施策 ▲ 
各資源化施策の実施，及び資源化施
設の設置・管理・運営に係る事務 × △ △ × 

既存ごみ焼却施設 ▲ 
既存ごみ焼却施設の管理・運営に係
る事務 × × ○ ○ 

新ごみ焼却施設 ● 
新ごみ焼却施設の設置・管理・運営
に関する事務 ○ ○ × × 

最終処分場 ▲ 
最終処分場の設置・管理・運営に係
る事務 × × ○ ○ 

ごみの中継運搬   
（設置する場合） 

● 
中継施設から新ごみ焼却施設までの
運搬業務（施設を設置する場合） × △ × ○ 

※２ 

※１：●：新組織の事務範囲，▲：既存組合の事務範囲の引き継ぎを検討 
※２：Ａブロック：岩手北部広域環境組合 Ｅブロック：宮古地区広域行政組合 
   Ｃブロック：岩手中部広域行政組合 Ｆブロック：岩手沿岸南部広域環境組合 
※３：資源化施設の設置・管理・運営の計画あり 
※４：資源化施設の設置・管理・運営のみ 

※４ ※３ 

※１ 

（３）ごみ処理新組織設立時の事務範囲  
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          年度   
組織体制 

H27～28 
準備室 

 

H29～33 
新組織 
設立後 

H33～40 
施設建設 

 

H41～ 
新ごみ焼却施設稼働以降 

□準備室 6 室長1，室長補佐1，担当4（設立担当2，既存組合対応2/盛岡市，八幡平市，滝沢市，紫波町から各1） 

●新組合（事務） - 6 8 10 事務局長1，次長1，係長級2，ほか事務6 

●新組合（焼却業務） - 
現在の焼却業務実務 
従事者数に同じ 40 7名×5班=35名，ほか5 

小 計 50 ※現在のクリーンセンターと同規模 

●中継処理施設 - - - 

▲収集運搬 

▲資源化処理 (人数は今後の協議による) 

▲最終処分 

合 計 

単位：人 

※新ごみ焼却施設稼働後の人員体制は，盛岡市クリーンセンターに準ずる（予定） 
※収集運搬・資源化処理・最終処分に関する人員については，今後の協議によるため未定 

（４）ごみ処理新組織設立前後の人員状況  

新ごみ焼却施設稼動以降の職員数(委託を除く) 
 207名(H24年度比 5.0％減) 
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既存組合の解散に 

向けた事務 

項 目 内  容 

事務手続き 

①条例及び規約等の廃止及び新組織への承継の調整 
②運営主体に関わる基本的事務の承継 
③組合職員の処遇の協議                
④財産処分の取扱いの協議                  
⑤関係機関との事前協議                   
⑥県，各組合間，各構成団体，新組織準備機関との協議 

住民等への
説明と合意
形成 

①住民及び関係団体への説明会の実施による協議と 
 合意形成 
②各構成団体議会での合意形成 
③各首長の協議と調整による合意形成 

既存組合の扱い 

・既存組合は解散し，新組織を設立して１本化する 

※工程等の課題があるため，一時的に新組織と既存組合が並立する可能  
性もある 

（５）既存組合の解散について  
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ごみ焼却処理施設 

の整備の方向性 

・既存６施設の延命化を図ることで，平成40年度まで稼働を継続する 
 
・新ごみ焼却施設の稼働目標を平成41年度以降とし，ごみ焼却施設を
１箇所に集約して広域処理を行う 
 
・新ごみ焼却施設の建設地域は，盛岡市を想定する 
 
・新ごみ焼却施設の処理能力は，５００ｔ/日程度を想定する 

【今後の検討事項】 
 ・住民協定等への対応 

７ ごみ焼却施設の整備の方向性  
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循環型社会形成推進交付金制度 

 ・国にて平成17年度より開始され，循環型社会形成推進地域計画を策定し， 

  同計画に基づき，対象事業費の１／３が国から交付 

 ・交付対象事業は，施設整備費※及び計画支援業務等 

●新ごみ焼却施設建設（５００ｔ/日）にかかる整備費２５０億円の財源内訳 

注) 新ごみ焼却施設建設にかかる整備費２５０億円のうち， 
   80％が交付対象事業費，かつ交付率40％と仮定した場合の内訳 

交付対象事業費 
（８０％）２００億円 

交付金 
（４０％）８０億円 

一般廃棄物処理事業債 
（４５％）９０億円 

財源 
対策債 

１８億円 

一般財源（６％） 

（９％） 

１２億円 

一般廃棄物 
処理事業債 

（７５％） 
３７億円 

（２０％）５０億円 

交付対象外事業費 

一般財源 

（２５％） 
１３億円 

※ 施設の種類により，交付率は１／３～１／２の範囲となる 

８ 交付金制度とその活用  
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約1,322億円 約1,790億円 

６施設建替 
１施設集約 
（中継施設有） 

差額 約468億円
（△26.1％減） 

【平成26～55年度におけるＬＣＣの比較】 

約3,415千ｔ 約3,088千ｔ 

差 約327千ｔ 
（△9.6％減） 

６施設建替 
１施設集約 
（中継施設有） 

【平成26～55年度におけるＬＣＡの比較】 

９ ごみ焼却施設の整備に係るコスト  
（１）平成26～55年度（30年間）による比較 
 ①LCC（ライフサイクルコスト：生涯費用） 
    LCA（ライフサイクルアセスメント：環境負荷） 
 ≪ＬＣＣ≫ ≪ＬＣＡ≫ 
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②ケース別経費の比較（平成26～55年度）  

１施設集約（中継施設有） 

６施設建替 

盛岡市 

約668
億円 

約880
億円 

八幡平市 

約94
億円 

約128 
億円 

滝沢市 

約218
億円 

約316
億円 

矢巾町 

約119 
億円 

約86
億円 

岩手町 

約51 
億円 

約40
億円 

葛巻町 

約26 
億円 

約20
億円 

紫波町 

約143 
億円 

約110
億円 

雫石町 

約126 
億円 

約86
億円 

合 計 

約1,790
億円 

約1,322
億円 
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単位：億円

矢巾町 紫波町 岩手町 葛巻町 雫石町 滝沢市 八幡平市 盛岡市 合　計

６施設建替
【既存規模】

（Ａ） 119 143 51 26 126 316 128 880 1,790

１施設集約化
（中継施設有）
【Ｈ41規模】

（Ｂ） 86 110 40 20 86 218 94 668 1,322

33 33 11 6 40 98 34 212 468

△27.7％ △23.1％ △21.6％ △23.1％ △31.7％ △31.0％ △26.6％ △24.1％ △26.1％

各市町別
ケース別経費比較

負担軽減額（Ａ－Ｂ）



            年度   
 施設名称 

26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 

①葛巻町清掃センター 

②八幡平市清掃ｾﾝﾀｰ    

③滝沢清掃センター 

④岩手・玉山清掃 
 事業所 

⑤盛岡市ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

⑥盛岡・紫波地区環境 
 施設組合清掃ｾﾝﾀｰ 

⑦新ごみ焼却施設 

事
務
関
連 

一部事務組合設立 

⑦に係る調査・計画 

⑦に係る事業者 
選定等 

集
約
化 

延命化工事を実施し，H40まで稼動 

建設工事 

延命化工事を実施し，H40まで稼動 

延命化工事を実施し，H40まで稼動 

稼働 

設立 

施設基本計画，環境影響評価等 

発注仕様書作成，事業者選定等 

設立準備 

延命化工事を実施し，H40まで稼動 

延命化工事を実施し，H40まで稼動 

延命化工事を実施し，H40まで稼動 

10 ごみ焼却施設の整備スケジュール  

※平成40年度前に施設の稼動が難しくなった場合は，広域のブロック内の施設で対応する必要がある。 
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（１）収集運搬形態の統一化 

 

（２）その他の中間処理施設の整備 

  

（３）最終処分場の整備 

 

・収集運搬は，将来的に収集運搬の統一化について慎重に検討する。 
 ただし，当面は，既存体制を維持する。 
・分別区分は，できるところから統一化を図る。 

・破砕選別施設は，当面は耐用年数を考えて既存施設の活用を図り， 
  将来的に広域化を目指す。 
・資源化処理施設は，びん，缶，ペットボトルの資源化施設は既存施設の活用を 
 図り，将来的に広域化を目指すが，生ごみ及び容器包装に係る紙製・プラの 
 資源化処理施設は，分別収集の市町の考え方に応じて検討を行う。 

・最終処分場は，残余年数を勘案して徐々に集約化しながら将来的に 
 広域化を目指す。 
・当面は既存施設を利用する。 

11 その他のごみ処理施設 
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12 し尿処理の現状と課題 

① 盛岡北部行政事務組合 

 し尿：昭和62年建設 100ｋℓ/日 

浄化槽：平成10年建設 45ｋℓ/日 

② 盛岡地区衛生処理組合 

  第一処理棟：昭和60年建設 

  第二処理棟：平成17年建設 

し尿：120ｋℓ/日 浄化槽汚泥：50ｋℓ/日 

③ 紫波、稗貫衛生処理組合 

  昭和57年建設 170ｋℓ/日 

１ 

３ 

２ 滝沢市 

・紫波、稗貫衛生処理場の老朽化 
・紫波、稗貫衛生処理組合の解散に伴う，都南地域の処理先の検討 
・盛岡地区衛生処理組合と盛岡北部行政事務組合集約化について，盛岡北部行政  
 事組合の共同事務（介護保険事務）の取扱いに係る検討 
 

（２）課題  

（１）現状  
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 （１）し尿処理施設の事業主体 

 

    （２）し尿処理施設の整備 

地域計画 
策定 

検討 

新組織の 
設立 

 
・平成29年度までは，盛岡北部行政事務組合，盛岡地区衛生処理組合 
 とあわせて３組織体制とする 
・平成30年度の紫波、稗貫衛生処理組合解散後，新たな広域組織は 
 設立しない 

・紫波、稗貫衛生処理組合の解散に併せて，矢巾町及び紫波町にて 
 下水道投入施設を整備 
・盛岡市（都南地域分）の処理先についての検討が必要 
 （整備上の今後の課題） 
・盛岡北部行政事務組合と盛岡地区衛生処理組合の集約化については， 
 県の流域別下水道整備総合計画との整合性を図りながら検討 

13 し尿処理の組織体制と 
整備の方向性 
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年度 
施設名称 

26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36以降 

盛岡北部行政事
務組合 
北岩手環境衛生
センター 

盛岡地区衛生処
理組合 
滝沢処理センター 

紫波、稗貫衛生処
理組合 
紫波、稗貫衛生処
理場 

  

矢巾町，紫波町 
新し尿処理施設 
（下水道投入） 

解散予定 

延命化 

集
約
化 延命化 

※都南地域の処理先の検討が必要 

14 し尿処理施設の整備スケジュール 
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区分 
Ｈ26 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 Ｈ27 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 

基本構想 
業務委託 

広 
 

 

域 
 

 

化 
 

 

準 
 

 

備 
 

 

室 
 

 

の 
 

 

設 
 

 

置 

協議会・ 
事務検討会等 

新組織の 
設立準備 

議会・住民・ 
関係機関への 
情報提供 

マスコミへの 
情報提供 

構想案 
作成 

幹事会 

構想 
承認 

幹事会 
協議会 

最終案の作成 

事務検討会・グループ検討会 

広域化準備室の設置検討・新組織体制検討 

議会・住民・関係 
機関への情報提供 

情報 
提供 

市町長 
説明 

市町
議会 

組合
議会 

市町
議会 

組合
議会 

市町
議会 

パプコメ 

15 基本構想策定および 
     事前協議等スケジュール 
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幹事会 

情報 
提供 

幹事会 
市町長説明 

パプコメ 



約1,291億円 

約1,464億円 

６施設建替 
※H41規模 

１施設集約 
（中継施設有） 

差額 約173億円
（△11.8％減） 

【平成26～55年度における30年間比較】 

約2,054億円 

約1,981億円 

差額 約226億円 
（△11.0％減） 

【平成26～70年度における45年間比較】 

・試算の条件を施設規模（500ｔ），維持補修費（文献値）及び運営費（盛岡 
 市クリーンセンター実績）で統一した場合のＬＣＣ 

24 
３施設建替 
※H41規模 

約1,417億円 

６施設建替 
※H41規模 

３施設建替 
※H41規模 

１施設集約 
（中継施設有） 

約1,828億円 

巻末資料１ 

１ 算出結果の比較  



１施設集約（中継施設有） 

単位：億円 

３施設建替（Ｈ41規模） 

６施設建替（Ｈ41規模） 

盛岡市 八幡平市 滝沢市 矢巾町 

約 約 約 
96 91 85 

約  約  約 
 116 116 108 

約 約 約 
46 42 39 約 約 約 

31 22 19 

約 約 約 
98 91 84 

約  約  約 
244 231 214 

約  約  約 
107 101  92  

約  約  約 
726 723 650 

 約  
1,464  約  

1,417 
 約  
1,291 

約  約  約 
 154 156 145 

約 約 約 
48 33 30 

約  約  約 
327 304 284 

約  約  約 
149 141 130 

約  約  約 
1,052 1,050 962 

 約  
2,054  約  

1,981 
 約  
1,828 

約  約  約 
131 119 111 

約 約 約 
65 59 55 

約  約  約 
128 119 111 

矢巾町 

岩手町 葛巻町 紫波町 雫石町 

盛岡市 八幡平市 滝沢市 岩手町 葛巻町 紫波町 雫石町 25 

２ 構成市町の負担金  

合 計 

合 計 

【平成26～55年度における30年間比較】 

【平成26～70年度における45年間比較】 



約1,293億円 

約1,519億円 

６施設建替 
※H41規模 

１施設集約 
（中継施設有） 

差額 約226億円
（△14.9％減） 

【平成26～55年度における30年間比較】 

約2,164億円 

約2,042億円 

差額 約332億円 
（△15.3％減） 

【平成26～70年度における45年間比較】 

・試算の条件を施設規模（500ｔ），維持補修費（文献値）及び運営費（文献 
 値）で統一した場合のＬＣＣ 

26 
３施設建替 
※H41規模 

約1,447億円 

６施設建替 
※H41規模 

３施設建替 
※H41規模 

１施設集約 
（中継施設有） 

約1,832億円 

巻末資料２ 

１ 算出結果の比較  



１施設集約（中継施設有） 

単位：億円 

３施設建替（Ｈ41規模） 

６施設建替（Ｈ41規模） 

盛岡市 八幡平市 滝沢市 矢巾町 

約 約 約 
99 92 85 

約  約  約 
 120 119 108 

約 約 約 
51 43 39 約 約 約 

35 22 19 

約 約 約 
101 92 85 

約  約  約 
253 235 214 約  約  約 

117 103  92 

約  約  約 
743 741 651 

 約  
1,519  約  

1,447 
 約  
1,293 

約  約  約 
 161 160 146 

約 約 約 
56 34 30 

約  約  約 
345 312 284 

約  約  約 
168 145 130 

約   約  約 
1,087 1,086 963 

 約  
2,164  約  

2,042  約  
1,832 

約  約  約 
138 122 112 

約 約 約 
75 61 55 

約  約  約 
134 122 112 

矢巾町 

岩手町 葛巻町 紫波町 雫石町 

盛岡市 八幡平市 滝沢市 岩手町 葛巻町 紫波町 雫石町 27 

２ 構成市町の負担金  

合 計 

合 計 

【平成26～55年度における30年間比較】 

【平成26～70年度における45年間比較】 



約3,023 

約3,198 

６施設建替 
※H41規模 

１施設集約 
（中継施設有） 

差 175千ｔ-ＣＯ2 
（△5.5％減） 

【平成26～55年度における30年間比較】 

約4,528 

約4,344 

【平成26～70年度における45年間比較】 

・試算の条件を施設規模（500ｔ），焼却炉の方式（ストーカ方式）で統一した 
 場合のＬＣＡ 

28 
３施設建替 
※H41規模 

約3,106 

６施設建替 
※H41規模 

３施設建替 
※H41規模 

１施設集約 
（中継施設有） 

約4,176 

巻末資料３ 

算出結果の比較  単位：千ｔ-CO2 

差 352千ｔ-ＣＯ2 
（△7.8％減） 


